
平成19年３月期  個別中間財務諸表の概要

上 場 会 社 名       株式会社　中 村 屋

コ ー ド 番 号 2204

（ＵＲＬ　http：//www.nakamuraya.co.jp/)

代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏 名  　長 沼 　誠
問合せ先責任者 役職名 取締役兼専務執行役員 氏 名  　小山田信義 TEL (03) 5454-7125
中間決算取締役会開催日　　平成18年11月17日
単元株制度採用の有無　有（1単元 1,000株）

１. 18年9月中間期の業績（平成18年4月1日～平成18年9月30日）
(1) 経営成績 　　　（百万円未満四捨五入）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年9月中間期 17,518 5.4 △ 244 - △ 199 -
17年9月中間期 16,613 0.8 △ 604 - △ 490 -
18年3月期 41,808 1,803 2,006

百万円 ％ 円　銭 

18年9月中間期 △ 132 - △ 2.22
17年9月中間期 △ 334 - △ 5.61
18年3月期 1,147 18.86
(注)①期中平均株式数    18年9月中間期  59,492,555株   17年9月中間期  59,540,112株   18年3月期  59,526,046株

    ②会計処理の方法の変更　　 有

    ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 財政状態

百万円 百万円 ％ 円　銭 

18年9月中間期 40,888 21,520
17年9月中間期 32,706 20,364
18年3月期 43,582 22,671
(注)①期末発行済株式数 　18年9月中間期　59,486,177株 　17年9月中間期 59,531,612株  　18年3月期　59,500,215株

 　 ②期末自己株式数　 　18年9月中間期     275,878株 　17年9月中間期    230,443株  　18年3月期     261,840株

２. 19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）

百万円 百万円 百万円 

通　　期 42,500 2,150 1,200

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   20円20銭 

３. 配当状況
・現金配当

18年3月期 10.00 10.00
19年3月期(実績)

19年3月期(予想) 10.00 10.00

平成18年11月17日

  上場取引所  東 大

  本社所在都道府県  東 京 都

期 末

売   上   高 営　業　利　益

52.6

経　常　利　益

361.77
342.08

－

年　　間

１株当たり配当金（円）

380.63

中間(当期)純利益
１ 株 当 た り 中 間

(当 期) 純 利 益

52.0

１株当たり純資産

62.3

　 当 期 純 利 益

総  資  産 自己資本比率純  資  産

売 上 高 経 常 利 益

 23



 中 間 貸 借 対 照 表 
(単位  百万円）

期   別 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前 事 業 年 度
（平成17年９月30日） （平成18年９月30日） （平成18年３月31日）

科   目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

 流   動   資   産 10,884 33.3 9,902 24.2 △982 11,914 27.3

現 金 及 び 預 金 1,268 1,754 486 2,198 

受取手形及び売掛金 3,314 3,852 538 4,041 

有 価 証 券 1,468 623 △845 1,200 

た な 卸 資 産 1,809 1,850 41 1,920 

繰 延 税 金 資 産 690 533 △158 464 

そ の 他 の 流 動 資 産 2,389 1,291 △1,098 2,157 

貸 倒 引 当 金 △ 53 -  53 △ 66 

 固   定   資   産 21,822 66.7 30,986 75.8 9,163 31,668 72.7

  有 形 固 定 資 産 7,760 23.7 22,752 55.6 14,992 23,021 52.8

建 物 及 び 構 築 物 3,669 7,228 3,559 7,347 

機械装置及び運搬具 1,684 1,564 △120 1,706 

土 地 2,120 13,679 11,559 13,679 

その他の有形固定資産 287 281 △6 290 

  無 形 固 定 資 産 284 0.9 881 2.2 597 523 1.2

  投資その他の資産 13,778 42.1 7,352 18.0 △6,426 8,124 18.7

投 資 有 価 証 券 5,966 6,135 169 6,962 

長 期 貸 付 金 5,200 -  △5,200 -  

繰 延 税 金 資 産 1,227 -  △1,227 -  

そ の 他 の 資 産 1,795 1,522 △272 1,465 

貸 倒 引 当 金 △ 410 △ 305 105 △ 302 

資  産  合  計  32,706 100.0 40,888 100.0 8,182 43,582 100.0

（注）記載金額は百万円未満を四捨五入で表示しております。

( 資 産 の 部 ）

増　減
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(単位  百万円）

期   別 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前 事 業 年 度
（平成17年９月30日） （平成18年９月30日） （平成18年３月31日）

科   目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

流   動   負   債 3,409 10.4 8,253 20.2 4,844 7,530 17.3

買 掛 金 1,416 1,455 39 1,641 

短 期 借 入 金 -  4,320 4,320 2,778 

未 払 金 658 751 93 835 

未 払 法 人 税 等 83 75 △7 744 

賞 与 引 当 金 716 704 △12 757 

そ の 他 の 流 動 負 債 536 947 412 774 

8,933 27.3 11,115 27.2 2,182 13,381 30.7

社 債 2,000 2,000 -        2,000 

長 期 借 入 金 -  390 390      2,550 

繰 延 税 金 負 債 -  428 428      566 

退 職 給 付 引 当 金 6,684 6,985 301 6,952 

そ の 他 の 固 定 負 債 249 1,313 1,064 1,313 

 負  債  合  計  12,342 37.7 19,368 47.4 7,026 20,911 48.0

7,469 22.8 -  -  -  7,469 17.1

7,348 22.5 -  -  -  7,574 17.4

4,381 13.4 -  -  -  5,862 13.4

1,233 3.8 -  -  -  1,854 4.3

△ 67 △0.2 -  -  -  △ 88 △0.2

 資  本  合  計  20,364 62.3 -  -  -  22,671 52.0

 負債及び資本合計  32,706 100.0 -  -  -  43,582 100.0

20,057 49.1

資 本 金 7,469 

資 本 剰 余 金 7,576 

利 益 剰 余 金 5,110 

自 己 株 式 △ 98 

1,463 3.6

その他有価証券評価差額金 1,463 

 純 資 産 合 計  21,520 52.6

 負債及び純資産合計  40,888 100.0

（注）記載金額は百万円未満を四捨五入で表示しております。

増　減

( 負 債 の 部 ）

( 資 本 の 部 ）

( 純 資 産 の 部 ）

固   定   負   債 

株 　主 　資 　本

評価・換算差額等

自 己 株 式

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金
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 中 間 損 益 計 算 書 

　　　(単位　百万円)

          期    別   前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度

自平成17年４月１日 自平成18年４月１日 自平成17年４月１日
至平成17年９月30日 至平成18年９月30日 至平成18年３月31日

科     目 金    額 百分比 金    額 百分比 金    額 百分比

16,613 100.0 17,518 100.0 905 41,808 100.0

9,789 58.9 10,258 58.6 469 23,486 56.2

6,824 41.1 7,260 41.4 436 18,321 43.8

7,428 44.7 7,505 42.8 76 16,518 39.5

△ 604 △3.6 △ 244 △1.4 360 1,803 4.3

132 0.8 119 0.7 △13 311 0.8

76 64 △11 140 

56 55 △1 172 

18 0.1 74 0.4 56 108 0.3

8 43 35 57 

9 31 21 51 

△ 490 △3.0 △ 199 △1.1 291 2,006 4.8

-  -  69        0.4 69 116 0.3

53 0.3 5 0.0 △48 152 0.4

△ 543 △3.3 △ 135 △0.8 408 1,971 4.7

23 0.1 23 0.1 0 690 1.7

△ 232 △1.4 △ 26 △0.1 206 134 0.3

△ 334 △2.0 △ 132 △0.8 202 1,147 2.7

（注）記載金額は百万円未満を四捨五入で表示しております。

特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額

法人税、住民税及び事業税

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

税引前中間(当期)純利益

売 上 原 価

特 別 利 益

販売費及び一般管理費

売 上 総 利 益

増　減

営 業 利 益

経 常 利 益

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

雑 収 入

営 業 外 費 用

支払利息及び社債利息

雑 損 失

売 上 高
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　　　(単位　百万円)

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成18年3月31日残高 7,469 7,574 5,862 △ 88 20,818 

　中間会計期間中の変動額

△ 595 △ 595 

△ 24 △ 24 

△ 132 △ 132 

△ 10 △ 10 

1 1 

中間会計期間中の変動額合計 － 1 △ 751 △ 10 △ 761 

平成18年9月30日残高 7,469 7,576 5,110 △ 98 20,057 

平成18年3月31日残高 22,671 

　中間会計期間中の変動額

△ 595 

△ 24 

△ 132 

△ 10 

1 

△ 391 

中間会計期間中の変動額合計 △ 1,152 

平成18年9月30日残高 21,520 

（注）記載金額は百万円未満を四捨五入で表示しております。

株　　主　　資　　本

当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

剰 余 金 の 配 当

取 締 役 賞 与 金

中 間 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

剰 余 金 の 配 当

取 締 役 賞 与 金

中 間 純 利 益

1,854　　　　 

その他有価証券評価差額金

1,463　　　　 

　中間株主資本等変動計算書  

△ 391　　　　 

△ 391　　　　 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
中間会計期間中の変動額

評価・換算差額等
純資産合計

自 己 株 式 の 処 分
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[中間財務諸表作成の基本となる重要な事項]

 １．有価証券の評価基準及び評価方法

   （１）子会社株式

  移動平均法による原価法を採用しております。

   （２）その他有価証券

・時価のあるもの……中間決算末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

　　 （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

　　　 より算定しております。）

・時価のないもの……移動平均法による原価法を採用しております。

 ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

     月別移動平均法による原価法を採用しております。

 ３．固定資産の減価償却の方法

   （１）有形固定資産

  定率法によっております。

  なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物付属設備を除く)及び不

動産賃貸業を営む一部の事業所については、定額法を採用しております。

   （２）無形固定資産

  法人税法の規定に基づく定額法を採用しております。

 ４．引当金の計上基準

   （１）貸倒引当金

  債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法によっているほ

か、貸倒懸念債権及び破産更生債権については、個別に回収可能性を勘案のうえ、回収不

能見込額を計上しております。

   （２）賞与引当金

  従業員に支給する賞与の支出に備えるため、将来の支給見込額のうち当中間会計期間の

負担額を計上しております。

   （３）退職給付引当金

  従業員の退職金支給に備えるため、当事業年度末における退職一時金及び企業年金制度

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上しております。なお、数理計算上の差異については、各期の

発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(11年)による按分額をそれぞ

れ発生の翌期より費用処理しております

   （４）役員退職慰労引当金

 ５．リース取引の処理方法

     リース取引の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

   ついては、通常の賃貸借取引にかかわる方法に準じた会計処理によっております。

 ６．消費税等の会計処理方法 税抜方式によっております。

定負債」に含めて表示しております。

  役員の退職慰労金支給に備えるため、役員の退職慰労金に関する内規に基づく期末要支

給額相当額を計上基準とし、中間会計期間末に発生していると認められる額を計上してお

りましたが、平成18年6月に役員退職慰労金制度を廃止したことに伴い、その全額を取崩

しております。なお、役員退職慰労金の打切り支給の未払額は、固定負債の「その他の固
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 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

ります。これによる損益に与える影響はありません。

間財務諸表等規則により作成しております。

[注記事項]

（中間貸借対照表関係）

 １．有形固定資産の減価償却累計額

 ２．子会社に対する

 ３．偶発債務

（中間損益計算書関係）

 １．子会社との取引高

 ２．特別利益の主な内訳

 ３．特別損失の主な内訳

　

　　当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

 １．自己株式に関する事項

（注）普通株式の自己株式の増減は、単元未満株式の買取及び処分によるものであります。

（リース取引関係）

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております

   注記事項に記載の金額は、表示単位未満を四捨五入で表示しております。

17百万円短期金銭債権

長期金銭債権
短期金銭債務 156百万円 180百万円

5,422百万円 - 百万円

552百万円

121百万円
1,639百万円

215百万円

（前事業年度）

8,051百万円

17,052百万円

- 百万円

2百万円

11百万円 541百万円

（前事業年度）（当中間会計期間）（前中間会計期間）

16,361百万円 16,736百万円

当中間会計期間末

普通株式（株） 261,840 18,245 4,207 275,878 

株式の種類 前事業年度末 増 加 減 少

（前中間会計期間）

9百万円 115百万円
724百万円 809百万円

（当中間会計期間）

40百万円 54百万円

売 上 高
仕 入 高
営業取引以外の取引高 51百万円

固 定 資 産 除 却 損

減 損 損 失

　　　　　　－

　　　　　　－

41百万円

3百万円

66百万円

投 資 有 価 証 券 売 却 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

5百万円

　　　　　　－

22百万円

127百万円

（中間株主資本等変動計算書関係）

  中間連結財務諸表規則等の改正により、当中間会計期間における中間財務諸表は、改正後の中

[会計処理の変更]

  当中間会計期間から｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準｣（企業会計基準委員会

平成17年12月9日　企業会計基準第5号)及び｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針｣(企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8号)を適用してお

  なお、従来の｢資本の部｣の合計に相当する金額は21,520百万円であります。

35百万円

81百万円

8百万円
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